










 

 

地方都市における新しい就活・採用システムのプロトタイプ開発に関する研究 

（課題：若者に対する新しい静岡市型の採用システム構築の検討について） 

 

静岡大学サステナビリティセンター天野研究室 

教  員：特任准教授 天野浩史 

参加学生：柳岡俐日人、小森史靖 

 

１．要約 

 静岡市において深刻化する人材採用難を起点に、既存の就活システムとは異なる、新しい就活システ

ムの構想をステークホルダーとの対話・学習・共創を通じて提示することを目的とする研究を実施した。

設置した「新しい就活のしくみのデザイン研究会」での全6回の議論や資料調査、インタビュー調査を

踏まえ、今後も企業で強化される「就職活動の拡張」ではなく、「学生生活の拡充」への企業の関わり

を増やすこと、学生と社会人で線引きされない対等な協働機会をつくること等を通じた「このまちで、

あの人たちと生きていたい、働きたい」と思える社会関係をデザインするという新たなプロトタイプを

提案した。 

 

２．研究の目的 

 静岡市をはじめとした地方都市においては、若年層の地域外流出や企業の人材採用難が続いている。

企業各社において創意工夫が進められているが、求人メディアの掲載や選考型インターンシップ、メデ

ィアによって形成された就活スケジュール等の既存の就活システムの枠組みの中においては、根本的な

問題解決には結び付かず、静岡という地域特性を踏まえれば、首都圏や名古屋圏の企業との初任給や福

利厚生といった条件間競争に飲み込まれてしまうことが予想される。 

 また、既存の就活システムは、企業・学生双方が「選ばれること」を目的として構築した企業像・自

己像を提示し合いながらコミュニケーションを進めている。いわば、「仮面舞踏会」のように就活シス

テムを舞台に踊り合うような関係から選考プロセスを進めていくが、不本意なミスマッチが生じている。

加えて、「就活のためのガクチカづくり」を意識した学生生活を送る学生も少なくはなく、授業よりも

インターンシップを優先せざるを得ない現象も発生している。 

 以上の状況を踏まえ、本研究ではステークホルダーとの共創を通じて既存の就活システムとは異なる、

静岡市型の新しい就活システムの構想を提示することを目的とする。 

 

３．研究の内容 

 静岡市内企業の雇用促進を担当する部局からの人材採用難という問題を取り扱うため、その解決策と

して母集団形成や企業認知向上施策が選ばれやすい。しかし、この一連のフレームは企業サイドでの考

え方であるがゆえに、施策の対象となる学生サイドの考え方が抜け落ちやすいし、行政施策上、企業サ

イドの考え方を優先せざるを得ない構造を持つ。従来の問題解決や認識のフレームから離れ、本来取り

扱うべき問題は何かを探索的に向き合う必要がある。 

そこで、本研究ではサービスデザイン・アプローチを中心とした参加型デザインのプロセスを採用し、

就活・採用の当事者である大学生、企業経営者、人事担当者、自治体職員等と共に、従来と異なる新し

い就活システムの構想とプロトタイプ（試作案）開発に取り組む。直線的に進めるのではなく、探索的

に議論を行き来しながら本質的な問題とその解決策を検討するため、「新しい就活のしくみのデザイン
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研究会」を立ち上げ、ステークホルダーとの対話・学習・共創を通じて問題解決に取り組む。研究会で

は、静岡市型の新しい就活システムのプロトタイプを生み出すことを目標とし、全6回の定例会議をハ

イブリッド開催し、オンラインワークスペースのMiroを活用しながら意見やアイデアを可視化する。ま

た、状況に応じて追加調査や議題を変更する。 

 

４．研究の成果 

（1）当初の計画 

 全6回の研究会、内2回はゲストスピーカーを招いた事例研究会を実施すること、研究会での議論を通

じて新しい就活システムのプロトタイプを生み出すことを計画した。 

 

（2）実際の内容 

 研究会は、静岡市と協議の上打診した静岡市内に本社を置く３社の企業が参画した。また、筆者が関

わる学生にも打診し、研究会の内容に応じて常時２名〜３名が参画した。研究会の実施内容は表１のと

おりである。概ね計画通り実施した。 

 

表１ 新しい就活のしくみのデザイン研究会 全6回概要 

 日程 会場 内容 

第1回 
2025年10月15日 

13:30-15:30 
静岡大学 

研究会参加者から就活や採用における現状の問題意識の共

有し、現状の問題点や構造を議論。 

第2回 
2025年11月12日 

13:30-15:30 

静岡大学／

オンライン 

長野県・塩尻市で地域の人事部を展開するNPO法人MEGURU代

表理事横山氏からの話題提供をもとに、静岡市での地域ぐ

るみで就活・採用・人材育成について議論。 

第3回 
2025年12月1日 

13:30-15:30 

静岡大学／

オンライン 

第2回での議論を踏まえ、静岡市内における就活・採用・人

材育成のステークホルダー分析、大学生へのインタビュー

の実施、プロトタイプの方向性について議論。 

第4回 
2026年1月21日 

13:30-15:30 
オンライン プロトタイプの方向性について議論。 

第5回 
2026年2月10日 

15:00-17:00 

静岡大学／

オンライン 

静岡市・草薙を中心に企業と大学生との協働をマネジメン

トする一般社団法人草薙カルテッド小林氏からの話題提供

をもとに、静岡市での大学生と企業の関係性について議論。 

第6回 
2026年2月26日 

10:00-12:00 

静岡大学／

オンライン 

大学生の学生生活が豊かになるためにどのような機会をつ

くるか？を議論し、プロトタイプ案を構築。 

 

 なお、ゲストスピーカーについては、当初、IT企業によるテクノロジーを活用した就活の枠組みの話

題提供を予定していたが、企業と大学生との協働マネジメントに関する話題提供者に変更した。これは、

議論を進める中で就職活動という枠組みを超えた学生生活支援の観点からの検討が必要となったため

である。また、当初は研究補助者による二次資料調査を進めていたが、大学生へのインタビュー調査を

追加で実施した。これは、議論を進める中で大学生の間で「ガクチカをつくるために学生生活を活用す

る」という現象が発生していること、大学生の学生生活から就職活動への変遷を詳細に捉える必要が生

じたためである。 
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図１ 第1回研究会         図２ 第5回研究会 

 

（3）実績・成果と課題 

 研究会での対話・学習・共創を通じた成果は、次の２点である。 

①「ガクチカ」が学生生活に与える影響性の明示 

 ガクチカとは、採用面接で質問される「学生時代に最も力を入れたこと」の略語であるが、大学生の

間では「ガクチカをつくるために学生生活をどのように過ごすか」という逆転的な理解がされており、

「ガクチカをつくるためにサークルを辞めた先輩がいる」といった事例も報告された。また、追加で行

ったインタビュー調査では、「高校生のときにはガクチカを知っていた」「大学入学時のガイダンスで重

要だと教えられた」「いろいろな活動を始める際、ガクチカを意識して、どう転んでも大丈夫なように

しておこうと思っている」という語りがあり、ガクチカというワードが高校生にも広がり、大学入学時

や新たな活動を始める際、意思決定の要因となっている可能性が示された。 

 

②「就職活動・イベントの拡張」に対する「学生生活の拡充」の提案 

 静岡市では就活カフェという形式で企業担当者と出会える場があったり、学生インターンがつくる就

活イベントがあったりと、企業や自治体によって多様な取り組みが生まれている。このような就職活

動・イベントの拡張化は人手不足社会の静岡において益々広がりを見せていくと推測される。本研究会

では、こういった流れは認める一方で、拡張化以外の選択肢が必要なのではないかという議論、そして

就職という点ではなく、一人ひとりの学生のこれまでとこれからを地域ぐるみで支えるような取り組み

が必要なのではないかという議論に焦点が当てられた。 

 筆者はこれらの議論を就職活動・イベントの拡張に対して「学生生活の拡充」として提案をしたい。

言い換えれば、「静岡市で学生生活を過ごせたから、この人たちと一緒にこのまちで生きたい、働きた

い」と思えるような社会関係を紡ぎ、学生生活を豊かにできる環境を整備することである。すでに存在

する静岡市内の取り組みである大道芸ワールドカップやシズオカカンヌウィーク等、大学生と社会人が

線引きされず、対等に協働する場への参加機会を広げること、GIVING CAMPAINGNやしぞーかわかものア

クションアワード等、サークルや学生団体の活動を応援・支援する枠組みに参画するといった、企業と

学生生活が接続できる機会への参加を促しながら、大学生と人事・経営者という関係性ではなく、個と

個の関係性の創出を進めていけるとよい。 

 こういった提案に対して、具体的にどこまで企業が参画できるかについての詳細な検討・評価までは

本研究会では議論しきれなかった。次年度以降、有志の研究会として継続し、実験的な取り組みを続け

ながら実装の方法や枠組みを構築していきたい。 
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（4）今後の改善点や対策 

 コア・コンセプトのプロトタイプを整理できたため、今後は対話・学習・共創のステークホルダーを

広げていきながら、具体的な仕組み化についての検討と試行を進めていきたい。日程の関係上、参画を

依頼できなかったステークホルダーも多いため、次年度以降、研究会の構成員を拡大、公開型の研究会

を実施していく予定である。同時に、本研究は望む社会を具体化するための当事者との共同研究、すな

わちアクションリサーチという側面を持つ。様々なステークホルダーとのネットワーキングとオーガナ

イジングの場として研究会を位置付け、望む社会の具体化を進めていきたい。 

 

５．地域への提言 

 今回の課題は雇用の問題を扱う商業労政課からの提案であったが、大学生という視点から考えると、

移住定住施策、雇用施策、生涯学習施策の横断的な検討が必要になる。すなわち、静岡市に定住したい

と思える環境づくり、地域活動も含めた社会的な学びを続ける環境づくりと併せて、働く環境づくりに

ついて検討できると良い。情報共有だけではなく、連動した施策づくりの検討と実践を提言したい。 

 

６．地域からの評価 

 参画した企業からは、「日頃とは異なる視点から採用活動を考えることになり新鮮で学びが多かった」

「こういった検討機会があれば今後も参加したい」という声をいただいた。また、大学生からも「自分

の就職活動前に、企業の方々とお話ができてよかった」等の声をいただいていた。 
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大谷・小鹿地区のまちづくりにおけるソフト事業の継続と定着 

 

 

地域創造学環スポーツプロモーションコース 

グローバル共創科学部 杉山康司研究室 

教  員：教授 杉山 康司 

参加学生：森千紘、芹澤小夏、他 

 

1. 要約 

事業計画 

本事業は静岡大学の学生と大学周辺地域の住民との交流機会を創出するとともに、地域住民の持続

的な健康づくりを提供することを目的としてウォーキング・スポーツステーション（WSS）を実施し、

その効果について検討した。ウォーキングをはじめとする様々なスポーツ活動の拠点をイメージした

ネーミングで、WSSのサテライトを大学周辺地域に出向き、地域住民の方々が主体的に健康づくりを

行えるきっかけとなることを目指した。地域の公民館や公園といった、地域住民の憩いの場をスポー

ツや運動の拠点としながら、大学の知をステークホルダーに提供し、コミュニティ・ウェルネス形成

に向けた試験的事業とした。また、本活動では、「WSSフィットネス手帳」を作成し、参加者が主体的・

能動的に取り組む仕掛けづくりを行った。協力を得ることができた自治会は小鹿、片山、曲金、池田

の４地区であり、どの自治会においても２回ずつ実施した。第１回目のフィットネステストから２か

月の期間を設け、その期間に各自が手帳を活用しながら自主的に運動に取り組むことをねらいとした

仕掛けづくりを行い、２か月後に第２回目の測定およびアンケート調査を実施した。結果、池田地区

を除くイベント１回目および２回目の両方に参加した18人の内、アンケートに回答した10名（男性３

名、女性７名）を分析対象としてみると、バランステストとして採用したスラックレールのテストを

除いて改善する傾向がみられた。また、アンケートの日常生活における「運動時間」は、１回目で

3.7±1.1点であったが、２回目は4.2±1.1点に増加した。さらに、イベントを通してノルディックポ

ールの使用方法を習得したことや、参加者同士の交流を広げ、楽しみながら参加している様子が観察

され、「楽しかった」と捉える意見や、自身の身体を見直すきっかけになったとする回答が多くみら

れた。さらに、自治会主催のイベントであったことから多くの男性参加者を募ることができた点も特

徴として挙げられる。自治会を介してWSSのような健康と運動を学ぶ機会は新たなコミュニティを創

出し、地域全体に健康意識とQOL向上に寄与することが示された。 

 

2. 研究の目的 

本研究はWSSの第１回目の測定から２か月の期間を設け、その期間内に各自が手帳を活用しながら

自主的に運動へ取り組むことをねらいとした仕掛けづくりを行い、２ヶ月後に実施した第２回フィッ

 

図１.WSSスケジュール. 
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トネステストやアンケート結果および参加者の声などから、WSSの価値を明らかにすることを目的と

した。 

3. 研究の内容 

図１にスケジュールを記載する。７月から９月までに実施計画と各自治会に対する協力依頼を行い、

協力が得られた自治会（小鹿、片山、曲金、池田）と日程調整を行った。10月に小鹿、片山および曲

金の３地区でそれぞれ第１回のWSSを開催し、２か月後に第２回のWSSを実施した。また、池田はさわ

やかサロン（後期高齢者の集い）に開催の機会を得ることができ、対象者がより高齢となることから

分析対象とはせず、今後の取り組み課題を得るためのパイロット的開催とした。 

1） WSSフィットネス手帳作成 

WSSで用いた手帳は、本活動における参加者の主体的なフィットネスづくりを促進させ、心身のウ

ェルビーイングの実現を目的として作成した。手帳は全４章で構成され、居住周辺地域や家庭でも継

続してフィットネスづくりを行えるような内容とした。 

１章 ノルディックウォーキング 

第１章においては、歩行術としてのノルディックウォーキングについて紹介し、ノルディックウ

ォーキングの健康効果やポールの活用方法が記載されている。また、日々の生活にも有用なポー

ルを用いたストレッチおよびエクササイズについても紹介した。 

２章 ウォーキングコース紹介 

前年度までに作成した「大谷・小鹿ウェルネスエリアMAP」を紹介している。５つの町内を巡るウ

ォーキングコース、恩田原スポーツ広場を起点とした２つの周回コース、静岡大学構内を歩くた

めの静大ウォーキングマップ（ファルトレクコースとして表記）の計８コースを記載し、普段の

ウォーキングへの活用や、これからウォーキングを始めるきっかけとなる情報も提供した。 

３章 フィットネステスト 

イベント内で実施した５つのフィットネステストについて記載し、自らの結果をグラフで比較で

きるようにした。主な体力項目は①脚筋力、②股関節柔軟＆全身バランス、③柔軟性、④動的バ

ランスおよび⑤身のこなし力である。日常生活に結びつく体力要素を取り入れたテストであるこ

とから、家庭で測定する方法や、各種目を鍛えることによる効果も記載した。 

４章 日々のエクササイズ 

参加者が家庭で取り組むことができるエクササイズを７種目紹介している。また、７つのエクサ

サイズを実施した日にちをチェックできるようにチェック表を作成し、継続的な実施を促すペー

ジを設けた。 

 

2） 体力テストとアンケート調査 

WSS参加者には１回目と２回目において身長、体重、身体組成、血圧およびフィットネステスト５

項目（立ち上がりテスト、ステップテスト、座位リーチテスト、バックスクラッチ、ファンクショナ

ルリーチテスト）を実施した。また、各地区１回目と２回目のWSS実施後にアンケート調査を行った。

本アンケートは参加者の心身の健康状態を把握し、WSSを通した健康とウェルビーイングの変化につ

いて検討するデータとした。実施期間は令和７年10月４日～令和８年12月15日とし、WSS実施後に参

加者に対してアンケートの配布、回収を行った。なお、アンケートの回答方法はWeb媒体（Google Form）

と紙媒体で用意し、参加者が選択できるようにした。本アンケートは「個人の属性について」「運動

習慣について」「身体的な困難について」「お住まいの地域について」の４項目とQOLに関する質問の

計28の問いから作成した。 

 

4. 研究の成果 

1） 当初の計画 

当初は地域ごとに生涯学習等のために町内の方々が集う集会場（５会場）を利用し、各１回の静大

WSS教室を開催し、WSSの実施後、１～２か月間の個人活動期間を設け、個人による主体的な健康づく

り活動を行った後にウォーキングコースの活用または親子のスポーツ・運動習慣の定着に向けた取り

組みについて調査する予定であった。しかし、自治会に依頼をする段階で、親子でのニュースポーツ

体験よりも中高齢者向けのWSSに興味関心を寄せる傾向や参加者のニーズがあったため、本事業では

親子のコンセプトは取り止め、中高齢者向けのWSS開催を主たる取り組みとした。また、大谷・小鹿

周辺地域での開催を主にもくろんだが、自治会の協力を得るには一研究室の働きかけでは困難な面が

多く、隣接する別の自治会（曲金、宮竹）にも協力依頼を行った。その結果、曲金から協力の返事を

得ることができ、対象とした自治会は当初計画した地域とは異なった。 
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2） 実際の内容 

小鹿地区は、参加者がノルディックウォーキングの基本および楽しさを理解することを目的とし

た。１回目は特別講師としてノルディックウォーキングクラブ「爽」の代表である前澤氏を招き、ノ

ルディックウォーキングの正しい歩行方法や、実際にポールを使用したエクササイズについて講義を

行った。２回目は、近隣の公園でノルディックウォーキングとモルックを実施し、学生と参加者との

交流を図った。片山地区は、手軽に楽しく運動を行うことをイベントの目的とした。夜間の開催であ

ったため、安全面に配慮し、屋内で脳トレバーチャルチューブウォーキング（昨年度までに作成した

ウォーキングコースの案内動画を見ながらその場歩きをする）を実施した。歩行速度や腕振りを補

強するチューブの有無は、参加者自身が選択できるようにすることで、個々の体力レベルに合わせた

運動強度で活動することが可能になった。また、曲金地区においてはふれあい公園や舗装された広い

道に囲まれた開放的で安全な地域であり、地域住民が主体的に集い、継続的に運動を実践できる拠点

となると考えた。そこで、手帳に掲載されているウォーキングコースに位置していない地域であった

ため、新たに公園を中心とした周回コースを紹介し、日頃から運動に親しめるように試みた。なお、

池田地区は池田公民館で高齢者の地域交流を目的として月２回行われている「さわやかサロン」内で

実施した。本イベントは参加者の平均年齢が80歳以上であることを踏まえ、比較的年齢層の高い集団

の方々と取り組めるイベント内容としながら、フィットネスづくりに繋げていくことを目指した。 
3） 実績・成果と課題 

イベント１回目および２回目の両方に参加した18人の内、アンケートに回答した10名（男性３名、

女性７名）を分析対象とした。アンケート項目のうち「日常の困難さ」については、１人を除いて「困

難ではない」と回答したことから、今回の参加者は体力および身体機能が一定水準以上に保たれてい

る集団であったと考えられる。 

スラックレールは、評価基準が確立されて

おらず、測定の判断が難しい面もあり、９名

が得点の減少を示した。高齢者にとって、動

的バランス維持は困難であり、当初から短期

間での向上は望めない体力要素であると予想

されたが、楽しく取り組める体力テストであ

り、試みることが重要な項目と捉えている。

そのため、本研究ではスラックレールを除く

４種目の合計得点を算出し平均値を比較した。

その結果、１回目は14.7±2.9点、２回目は

15.5±2.1点であり、全体として増加傾向が認

められた（図２）。 

アンケートにおける「運動時間」は、１回

目が3.7±1.1点、２回目が4.2±1.1点であり、0.5点増加した。一方、「運動頻度」は１回目、２回目

ともに4.5±0.5点であり、変化はみられなかった。手帳に記入された取り組みの実態から普段行って

いた運動に加えて、WSS手帳に掲載された「日々のエクササイズ」を実施したり、参考にしたりする

ことで普段の取り組みにマッチできた参加者は目的をもって運動に取り組めるようになったことが

考えられる。 

一方、前後の体力合計得点における増減に基づき、参加者を増加群、維持群、減少群の３群に分類

したところ、増加群では、いずれかの種目で３点以下の評価がみられ、得点を向上させやすい状況に

あったと考えられる。維持群では、両日ともに満点を示した項目が存在し、運動能力が比較的高い集

団であることが示された。また、チェック表の利用回数が多く、７項目を偏りなく実施した者と、自

身の弱点に応じて特定の項目を重点的に実施した者に分かれた。日々の体力チェックの実施状況に着

目すると、「片脚バランス」および「ウォーキング」は実施頻度が高く、「タオル肩回し」や「タオル

ストレッチ」などのストレッチ系項目も高い実施率を示した。また、合計得点の増減にかかわらず、

多くの参加者が複数のエクササイズに積極的に取り組んでいた。スラックレールにおいて得点が増加

した１名は、「片脚バランス」を重点的に実施しており、継続的な実践によって効果が現れる可能性

が示唆された。 

参加者の感想では、普段とは異なる体験ができたことを「楽しかった」と捉える意見や、自身の身

体を見直すきっかけになったとする記述が多くみられた。また、普段あまり使用していない身体部位

の存在に気づき、体力の低下や身体的課題を実感したとの意見も挙げられた。さらに、女性参加者を

1回目 2回目

10

12

14

16

18

20

（点） 女性：増加および維持

女性：減少

重複：増加および維持

男性：増加および維持

 

図２.フィットネステストにおける合計得
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中心に交流が活発に行われ、WSSを通じて近況報告や日常的な声掛けが行われる関係性が構築された

ことから、相互に運動への意識が高まった可能性が示唆された。以上より、WSSは運動の楽しさを提

供するとともに、参加者が自身の健康状態や身体機能に気づく機会を創出したと考えられる。 

今回は各地区の自治会を拠点としてイベントを実施したことにより、これまで参加が少なかった男

性の参加意欲が高まる傾向がみられたことも注目すべき点である。一般的に市民向け健康イベントは

女性の参加割合が高い傾向にあるが、自治会は男性が中心となって運営している地区も多く、活動の

拠点を地区単位に置くことは、男性のイベント参加促進という観点から有効な方策であると考えられ

る。今後は、自治会活動と健康づくりを結び付けた取り組みをさらに推進し、性別や年齢を問わず参

加しやすい環境づくりを進めることが重要であると考える。 

4） 今後の改善点や対策 

本研究はWSSにおいて２か月間の自主的な運動機会を設けて実施し、その前後における体力の変化

およびアンケート結果から効果を検証した。その結果、WSSなどの健康意識の啓発イベントは、もう

少し頻繁に介入することが必要であると思われた。また、測定用具や測定方法のパネルを各公民館に

設置し、健康手帳を活用して自治会独自のイベントへと発展させたいねらいもあったが、自治会独自

の運営を促すには至らなかった。今後は地域のスポーツリーダーを養成するような取り組みや仕掛け

づくりが必要であると思われる。 

 

5. 地域への提言 

WSS実施により、各地区において健康増進および地域住民同士の交流機会を創出することができた。

得られた効果は参加者によって多様であったが、フィットネステストの点数の増加といった直接的な

運動効果にとどまらず、地域に対する関心や愛着の向上、さらには地区を超えた住民同士の新たなつ

ながりの形成など、社会的側面においても好影響が認められた点は大きな成果である。 

一方、今後の課題として、日常的に運動習慣を有していない層へのアプローチを一層強化していく

必要もある。本イベントの参加者は比較的健康意識の高い層に偏る傾向がみられた可能性があり、運

動に無関心である層や、運動に対して心理的・身体的ハードルを感じている住民に対する働きかけが

不可欠である。そのためには、運動そのものを用いて宣伝するのではなく、「交流」「楽しみ」「地域

活動への参加」などの参加動機の多様化を図り、参加への心理的負担を軽減する工夫が求められる。

また、本取り組みを一過性のイベントで完結させるのではなく、より多くの地域住民を巻き込んだ継

続的な活動へと発展させていく視点が重要である。現状では我々が中心となり、企画・運営を担う形

が主であったが、本取り組みを契機として、各地区が主体となり、自主的に運動や交流の機会を創出

できる体制の構築を目指すことやWSSの取り組みを理解し、地域で積極的に活動するリーダーの養成

に向けた助成を行うことが急務と思われる。 

 

6. 地域からの評価 

1） WSS 参加者 

・大学生の皆さん、地域の友人と一緒に楽しい時間を過ごさせていただきました。大学生の皆さん

にぜひ地域の活動（「放課後子ども教室」をやっていますので…）に参加していただきたいと思

います！お願いします。 

・とても楽しかったです。もう少し暖かいと良かったと思います。 

・とても楽しかったです。日常生活に運動（体を動かすこと）が加わり、メリハリがついたように

思います。ありがとうございました。 

・とても楽しかったです！！自分の体とむきあい、確認することができました。学生の皆さんの教

え方もとても上手でやさしく、わかりやすくうれしかったです。本当にありがとうございました。 

・楽しかった。身体のことを考え直す良い機会だった。学生さん達も明るく、参加できたことがう

れしく思う。 

・受講してから、自分が健康に暮らしていくには、日々、ほんの少し努力していくことが大切とい

う思いが腑に落ち、ウォーキングに励むようになりました。お陰さまで、初めて数日経った頃か

ら、膝の痛みがなくなり、姿勢も良くなってきたように感じています。どうもありがとうござい

ます。 

・参考になりました。今後できるだけトレーニングを続けたいと考えます。 

・参加者が少ない中、熱心に指導いただきました。ありがとうございます。 

・15分間まともに歩くのが大変だということがわかりました。 

・自分の体力が分かった。楽しみながらできたので良かった。 
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・本日は大変楽しくやらせていただきました。ありがとう。 

・静岡大には大変お世話になりました。今後共よろしくお願い致します。この活動を活かし、ぜひ

続けることを期待します。 

2） 協力自治会代表者 

片山地区 R7年度副会長 

講習で最も印象に残ったのは、最後のバーチャルウォーキングでした。腕を振って、足を上げて、

15分間「歩く」ことが、今の自分にはいかに大変になっているか、実感しました。普段の生活で決

して楽をしているとは思えませんが、15分間歩くことさえできないほど、体を動かしていないとい

うことだと思います。今回の講習参加者は高齢者ばかりでしたが、当自治会でも約1/3は高齢者で

す。でも、高齢者でも「日々のエクササイズ」は実践できます。貴研究室の活動目標は幅広い世代

の健康増進にあるように思います。来年度の企画を楽しみにしています。 

曲金六丁目 R7年度自治会長 

2025年度は、静岡大学杉山研究室の皆様と、ノルディックウォーキングや体力測定など、普段な

かなか行うことのない新鮮で健康的な活動を実施しました。曲金六丁目のふれあいクラブ（敬老会）

の皆様を中心に参加され、若い大学生と一緒に体を動かすことで自然と会話が生まれ、普段あまり

言葉を交わさない方同士でも交流が深まった点が印象的でした。自治会活動が縮小傾向にある中、

地域に新しい価値ある機会を提供していただいたことに感謝しています。 

池田地区 R7年度自治会長 

利用者の方たちは体を動かすことが大好きです。普段体験できないノルディックウォーキングに

も積極的に参加していたので私達もいい経験ができました。いつも私が体操を担当しているので少

しマンネリ化していたところです。利用者によって、筋力、柔軟性、体力など様々ですので無理な

く自分に合った運動を選べるといいですね。幅広く選択肢の多い指導を期待しております。先日い

ただいたフィットネス手帳とてもいいですね。家に持ち帰って普段の生活に取り入れてもらえたら

と思います。これからも地域の人達の健康寿命を延ばせるよう、ゼミの方の力を貸していただきた

いと思っています。 
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1 

 

 

人生 100 年時代、シニアの皆さんの地域活動・社会参加を促進したい 

（静岡市高齢者福祉課） 

 

静岡大学 教育学部 甲斐研究室     

  教   員： 甲斐 温子        

 参加学生：杉本 冬衣、阿部 明柚乃、  

内海 理名、築地 春日、宮下 優月季、 

山本 亜佑美、東 椛、小川 知優、 

池谷 彩莉、岩本 育子、平山 大空翔 

 

 本研究では、静岡市高齢者福祉課と連携し、静岡市内の高齢者福祉施設において高齢者と大学生との

短歌交流を実施した。市内八か所の高齢者福祉施設において、参加者と日常の様々な経験や感情を短歌

にする活動を行い、作品は歌集として纏め、参加者および静岡市内の各施設、大学付属図書館等に寄贈

し、広く活動周知を行った。 

 

 本研究の目的は、高齢者の方々の社会参加・地域活動の一層の充実を図ることである。静岡市の高齢

化率は 2040 年に 36.8％となる見込みである。働く高齢者が増加する一方で、地域活動・社会参加への

参加率は減少傾向にあることが課題視される。本研究では、和歌文学研究の見地から、高齢者と大学生

との短歌制作・歌集編集を通した対面交流を実施し、高齢者の方々が日々を楽しみ、心身共に健康な生

活を送る一助となるよう働きかけるとともに、高齢者施設における異世代交流のモデルの一つを提示す

るものである。 

 

高齢者の方々の多様な地域活動・社会参加を促進するため、静岡大学の学生との短歌交流を実施し、

さらに歌集の編集を行う。 

当該の短歌交流は、「繋ぐ」とのプロジェクト名で、すでに過去四年間にわたる実施実績がある。一

連の交流活動は、杉崎哲子先生（元静岡大学教育学部教授）の企画によるもので、コロナ禍中の令和三

年度、「静岡を笑顔に」をテーマに静岡市高齢者福祉課との共同プロジェクトとして始動した。以降、

「静岡で心豊かに」（令和四年度）、「静岡を共に創る」（令和五年度）、「繋ぐ・私たちの言葉―語り紡ぎ、

共に楽しむ―」（令和六年度）と継続してきた（うち、令和六年は本研究事業の助成対象外）1 。本年度

は、その交流活動の最終年度に位置付けられる。 

本研究の目的である、高齢者の方々の社会参加・地域活動の充実を達成するため、本年度も引き続き

短歌による交流「繋ぐ ―世代と時をこえて―」を計画した。社会参加の基盤となるのは、多様な人々

 
1 過年度の短歌交流の詳細については、杉崎哲子「短歌による交流」（『繋ぐ―世代と時をこえて―』令和八年二月）、およ

び『しずおか中部連携中枢都市圏地域課題解決事業 成果報告書』（令和三年度～令和五年度版）による。 
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2 

 

との「言葉」による交流機会であろう。自らの経験や感情を言語化し、共有する活動の一環として、五

七五七七の短い定型詩である短歌（和歌）の作成は意義有る活動と考える。千年を超える歴史をもつ和

歌は、その始源より、感情の表出・伝達・共有の手段として機能してきた。複雑な感情も、見知らぬ

人々同士も、詩歌の形式であれば、感情を言語化し共有し得る場合も多い。作歌活動は、静岡大学教育

学部国語教育専修の学生有志と、高齢者の方々とが相互に支えあいながら進めたが、世代の異なる人々

の間に、紐帯としての短歌・和歌を設定することで、双方の思考や言葉の紡ぎ方等に積極的な影響を期

待できるものと思われる。また、日常とは異なる言語（短歌・詩等）で感情を表出する行為は、自身の

内面との対話行為でもある。この活動を日常的に短歌・和歌を作る契機としていただくことで、心身共

に健康な生活を送る上での一助となることが期待できる。 

 上記の活動ののち、最終段階として作品を歌集にまとめる作業を行う。編纂に際しては、奈良時代に

成った『万葉集』を手本とした。同集は、様々な立場の人の歌を収める等、多様性を内包する歌集であ

り、編纂の参考とする上で最適と思われる。また、編纂活動と並行し、『万葉集』に対する各世代の認

識の調査を進めた。教科書等にも戦前から途切れなく掲載される『万葉集』は、政治、文化、教育面に

⾧く影響を及ぼしてきた。高齢者の方からこれまでご自身の受けてきた和歌教育の経験に関するお話を

伺う機会を頂き、交流を行うとともに、万葉享受史の一端として記録に残すことも並行して試みた。 

 

８月６日 ⾧尾川老人福祉センター      ８月 19 日 船越老人福祉センター 

８月 19 日 鯨が池老人福祉センター    ８月 23 日 清水老人憩の家・清開きらく荘 

８月 29 日 清水南部交流センター     ８月 29 日 用宗老人福祉センター 

９月１日 蒲原老人福祉センター                   ９月 17 日 由比交流センター 

 上記交流計画に従い、静岡大学教育学部国語教育専修所属学生が各福祉施設に訪問し、施設の利用者

の方々との短歌作成交流を行った。 

図１ 各施設における交流の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

船越老人福祉センター                         ⾧尾川老人福祉センター                     清水老人憩の家・清開きらく荘 

蒲原老人福祉センター           清水南部交流センター                        鯨が池老人福祉センター 
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3 

 

本年度の短歌交流の成果をまとめた歌集、『繋ぐ―世代と時をこえて―』を二二〇部作製し、参加者

全員に配付。交流施設のほか、静岡大学附属図書館に寄贈した。歌集には、交流に参加した大学生と高

齢者の短歌をテーマ別（「語り・紡ぐ」、「心のこえ」）に掲載したほか、過去の交流参加者の投稿歌、参

加者の親族による歌、『万葉集』の歌々も掲載し、本年度のテーマ「世代と時をこえて」を体現できる

よう工夫した。また、歌集の末尾には、各施設で実施した「『万葉集』に関するアンケート」（ 参照）

に基づく調査報告を掲載した。 

 

図２ 歌集『繋ぐ ―世代と時をこえて―』（部分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 『万葉集』は、戦前より今日まで一貫して教科書に採録される希有な歌集である。したがって、世代

間の認識や教室における扱いの変遷を追うことがある程度可能である。今回、施設の利用者の方々計一

八〇名のご協力を得、『万葉集』をかつてどのように学んだのか等について、匿名アンケートの形式で

調査を行った。調査に基づく成果の一部を「山部赤人の富士山詠」と題する小文にまとめ、歌集に掲載
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する形で報告した。 

 

 本年度および過去四年間の短歌交流活動の成果の一つに、高齢者や地域の方々と大学生の交流のモデ

ルケースの確立・提示が挙げられる。短い定型詩である短歌は、だれもが気軽に取り組むことができる

一方、日常や感情を切りとり、定型音句に落とし込む作業は存外難しい。今年度の交流活動では、この

「難しさ」を会話の契機としながら、異世代間の積極的な交流を促すことができた。 

また、生まれた作品を互いに鑑賞することで、さらに豊かな交流をはぐくむことも可能である。特に、

歌集として形に残すことで、交流の記憶や経験がその後⾧く生き続けることも改めて確認しえた。 

以上、短歌は交流の場として有効である。と同時に、一人で楽しむことができる文芸でもある。歌を

詠む行為自体は特別な準備や道具が必要なく、さまざまな場面、状況、目的への応用が容易である。本

交流を契機として、趣味の一環として継続的に短歌に取り組む方も多い。誰もが自分のペースで楽しく

取り組める社会参加のモデルとして、短歌交流活動は有効であろう。 

 

 過去の交流活動においては、高齢者福祉施設への大学生の訪問だけでなく、高齢者の方々およそ百名

を大学のキャンパスフェスタに招待する形で大規模に交流活動を行い、高い効果を挙げている（令和五

年度）。今年度はそれらの実績を引き継ぐことができなかった。本年度は短歌交流「繋ぐ」の最終年度

であるが、引き続き何らかの形で、継続していくことが望まれる。また、（3－3）で記述した、「『万葉

集』に関するアンケート」については、「アンケートの内容が難しく、十分に回答が出来なかった」と

の指摘を多数いただいた。実際、回答欄の空白が多数見受けられたため、内容を改善の上、改めて調査

の機会を得たい。 

 

 令和三年から五年間継続した短歌交流については、実施先の各施設の方々、施設の利用者の方々より、

有意義な活動であったとの評をいただいている。参加した静岡大学の学生は、貴重な体験であるととも

に、高齢者と交流するなかで多くのあたたかい言葉をいただき、大変励まされたとの感想があった。 

 

 

［附記］本研究にご参加、ご協力くださいましたすべての方々に、心より御礼申し上げます。本研究は、元静岡大学教育

学部教授・杉崎哲子先生が⾧年実践されてきた交流実践を引き継ぐものです。交流活動の実施、歌集の編纂等、

杉崎先生に並みならぬお力添えをいただきました。 
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駅前活性化に向けた魅力ある空間づくり 

 

静岡大学 人文社会科学部 専門演習d（行政学演習） 

教  員：講師 山田 健 

参加学生：川内 祐弥、北條 智子、藁科久美子 

     加藤 舞那、森  一恩、森口 楓子 

     石井 敦士、河原 勇翔、下重 零音 

     玉川 耕大、阿部 伎恩、伊藤 輝 

     加藤 佑哉、前田 浩行、森  将 

 

１．要約 

 本研究では、島田市役所が島田市商工会議所青年部とともに企画・実施していたアーバンスポーツを

活用した形での島田駅前活性化の試みについて、公共空間の整備による中心市街地活性化を学んでいる

「専門演習d」の学生の目線から実地的に調査・考察・分析することで、同市の試みをより有機的に展

開するための知見を見出すことを目指した。具体的には、学生有志数名で市役所を訪れ同市職員にアー

バンスポーツを用いた催事のヒアリング調査を実施するとともに、学生有志十数名で1泊2日の実地的な

調査を通じて島田市の魅力を探求し、これらの調査で得られた知見を先行研究の成果もふまえながら考

察することで、当該事業の課題と今後の発展可能性を見出すことを試みた。結果的には、当該事業には

①空間の有効活用・②若者の定着と交流促進・③街のイメージ変革とシティプロモーション・④島田駅

前の「挑戦の拠点」化という効果が生じうる一方、①アーバンスポーツ催事の継続／非継続基準の作成・

②実証エリアの設定とルールメイキング・③アーバンスポーツ関連催事の定期開催・④官民運営協議会

の設置といった点を要することを提言するに至った。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、島田市のアーバンスポーツを活用したまちづくり（特に駅前活性化事業）について、

実地的に理解を深めた上で、学生の当事者視点からその可能性・課題・解決方策を検討し、その在り方

を展望する点にあった。その趣旨とは、主に若年層が中心的な担い手となりうるアーバンスポーツにつ

いて、まさに当事者たる学生がまちづくりの知見を取り入れた上で当該事業を検討することで、市役所

内部や商工会議所では図らずも抜け落ちてしまうような視点や論点を付加できないか、というものであ

った。 

 

３．研究の内容 

 私たちは、「駅前活性化に向けた魅力ある空間づくり」をテーマに、アーバンスポーツを利用した駅

前の活性化について研究した。今回は、駅前商店街の活気が減少している・若者のエネルギーの受け皿

がないといった課題があることから、アーバンスポーツによる駅前活性化に実証的に取り組んでいる、

島田市の駅前商店街を研究対象としている。 

 まず、11月8日（土）に、島田市の駅前商店街で行われた「URBAN SPORTS CAMP」というアーバンスポ

ーツを体験できる催事を見学した。また、この催事と同時に開催されていた「島田産業まつり」にも参

加し、両催事の来場者の特徴や盛り上がりを感じることができた。さらに、出店者や市役所の職員の方

にインタビューを行ったことで、商店街の歴史や普段の活気、抱える課題などについて知ることができ

た。 
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 翌11月9日（日）には、島田市の商業施設「KADODE OOIGAWA」を訪れ、同施設の職員に設立の経緯や

営業の様子の説明をふまえた上で、施設内を見学した。KADODEで提供される島田の茶文化に感じ入った

ことはもちろんのこと、一定の誘客が見込めるKADODEでの催事展開にも可能性が潜在するように感じら

れた。また、KADODEと学生を有機的につなげ、いわゆる「産官学」の連携関係を構築する余地も存在す

るように感じられた。 

 次に、合宿を踏まえて、駅前商店街でアーバンスポーツを行う価値について考え、次の3つの価値が

あるという結論に至った。1つ目は、若年層・新規来街者を誘引できるということである。島田市出身

の有名選手もいることから、SNSによる発信なども活用すれば、若年層や新規来街者を誘引できるので

はないかと考えた。2つ目は、既存インフラを有効活用できるということである。アーバンスポーツは、

「都市構造物」をそのままフィールドとして利用したり、高架下などの未利用空間を活用したりするこ

とができる。島田市の場合、土日の市役所駐車場や駅前広場をアーバンスポーツに活用できる可能性が

あると考えた。3つ目は、年齢・性別・経験を問わず、様々な人が交流できるということである。この

ようなインクルーシブな特性を持つことから、アーバンスポーツは、新しい「居場所」の創出につなが

ると考えられる。 

最後に、以上のことを踏まえて、アーバンスポーツによる駅前活性化を進めるためにどのようなこと

をしていく必要があるかを考え、提言をした。提言は3つあり、いずれも、他都市の公共空間活用事例

や、海外の若者拠点づくりの事例を根拠としている。1つ目は、「パブリック・ストリートへの転換」で

ある。具体的には、モジュラー式（可動式）の構造物やベンチを使用することや、地元の小中高生に競

技用道具のデザインを考案してもらうことなどを考えた。2つ目は、「ノイズ（騒音・マナー）への対応」

である。島田駅前が住宅街付近に位置し、騒音問題は避けられないということから、イベントの実施や

市役所駐車場の休日解放が現実的だという結論に至った。3つ目は、「ソフトルールによる“共創”」で

ある。具体的には、利用者の参画によるマナー啓発や官民連携の運営協議会設置などが考えられる。島

田市の現状として、アーバンスポーツによる駅前活性化がまだ実証段階であるため、官民連携というこ

とまで事が進んでいない。本格的に取り組むことになった場合、官民連携に加えて、「市民」主導で進

めていくのが理想的であると考えた。 

私たちは、アーバンスポーツによる駅前活性化には、空間を有効活用できる・若者が定着し交流が促

進する・街のイメージが変革し、シティプロモーションになる・島田駅前が「挑戦の拠点」になる、と

いう4つの効果が生じ得ると考えている。そして、そのための次のステップとして、アーバンスポーツ

催事の継続／非継続基準の作成・実証エリアの設定とルールメイキング・アーバンスポーツ関連催事の

定期開催・運営協議会（官民）の設置などを行うべきだということを、研究の結論とした。 

 

４．研究の成果 

(1) 当初の計画 

 当初の計画では、島田市役所・島田市商工会議所より現地にて説明を受け、当該問題への解像度を高

めた上で、文献調査にも取り組み、実地的・理論的な知見をふまえながら島田市の事例分析を展開する

こととしていた。具体的には、10月にフィールドワークを実施した後、11月から12月にかけて検討作業

にあたり、その中間的成果を学内の「ゼミ成果報告会」にて報告し、同会で得られた示唆をもとに、1

月から2月にかけて内容を加除修正することとしていた。 

 

(2) 実際の内容 

 A：予定通り 

 計画に記載した通り、複数回、日帰りで島田市役所を訪問して担当の市職員より説明を聞くことがで
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きた。また、アーバンスポーツ分野の中心的な先行研究である清水麻帆『スケートボード資本論：アー

バンスポーツは都市を再生させるか』（水曜社、2023年）などを輪読した上で、1泊2日のヒアリング調

査を実施することができ、その成果をふまえて検討作業を進め、中間的成果を学内の「ゼミ成果報告会」

にて報告することができた。 

 

(3) 実績・成果と課題 

 一連の調査・考察・分析の中間的成果について、島田市役所を訪れ、同市の担当職員2名および同市

商工会議所青年部のメンバー2名に対して説明したところ、おおむね肯定的な評価をいただいた。「大学

等の研究の成果の還元を図り、もって都市圏の発展に寄与する」という本助成事業の目的は、研究成果

を島田市の官民のアクターに知見を伝えることができ、その営みを肯定的に受け止めていただいたとい

う点で、達成したと言えよう。 

 他方、当該研究の過程で、アーバンスポーツを用いた市街地活性化事業について、学生自らが立案・

実施する案も浮上した。とりわけ、アーバンスポーツが多様な若年層に楽しまれるコンテンツである強

みを生かして、婚活事業に活用することが想起され、催事の実現を模索した。 

しかし、アーバンスポーツのレクチャーが可能な選手の招聘などで数十万円単位の経費を要すること

が判明し、本研究での実践は断念せざるをえなかった。これは、本助成事業にて支出される金額が30万

円にとどまっており、その額の多くを研究に利用することが期待されていることに鑑みれば、致し方な

いことと考えられる。 

むしろ、今後事業を発展させる上での可能性を示唆したという点で、評価されるべきであろう。 

 

(4) 今後の改善点や対策 

 第一に、参加学生が見出した通り、どうしても官民関係上の課題に向き合うことは避けられない。ア

ーバンスポーツによる中心市街地活性化事業では、催事にたずさわる企業や施設管理者への対応はもち

ろんのこと、スポーツで生じうる騒音や渋滞に不満を抱きうる地域住民にきめ細かく配慮した上で、さ

らには地域内外の参加者をいかに管理するのかが問われる。 

 この課題に対して、参加学生は官民連携の運営協議会設置を構想していたものの、その種の会議体を

設置するだけでなく適切に作動させることまで検討しなければならないであろう。いかに実質的に機能

させるのか、人員・参加団体・頻度・趣旨・議題の枠付けなどを工夫することが求められる。 

 第二に、アーバンスポーツの限界である。アーバンスポーツは、参入障壁が低く多様な社会階層にと

って参加可能で、幅をとらずにコンパクトな都市空間の隙間でも実施できるものの、まだ市民権を得て

いないため、単一事業だけで人流を惹きつけることができない。また、中心市街地では既述の騒音や渋

滞問題の発生を避けられないため、都市空間から離れた地域での事業展開が望ましいことも想定される。

たとえば、浜松市は中心市街地から離れた舞阪地区にてアーバンスポーツの拠点を整備した（『静岡新

聞』）。島田市でも、島田球場付近でのアーバンスポーツ実施案は浮上しており、浜松市のように遊休地

を活用することは一案であろう。 

 この課題に対しては、参加学生も指摘していた通り、短期的には催事の複合化が、中長期的には施設

の多機能化が、それぞれ求められる。あくまでもアーバンスポーツをコンテンツの一部としながら、他

の事業や機能と組み合わせることで、公共空間にはより多様な社会階層の住民をより広く集めることが

できるはずである。 

 第三に、アーバンスポーツの持続可能性である。アーバンスポーツは、これまでふれたように中心市

街地活性化や遊休地の再開発にとって魅力的なコンテンツであるものの、スポット的な催事を実施する

にあたっても相当程度の費用負担が生じる。もちろん、ひとたび公共空間を利用することや講師を招く
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ことによる費用負担は市の予算に比してさほど大きいものではないかもしれないが、それでも日常的に

開催するとなれば、その費用がかさむことは避けられない。 

 この課題に対しては、地域の中でアーバンスポーツの担い手を養成することが求められる。たとえば、

公立の初等・中等教育学校の体育科授業や特別プログラムにアーバンスポーツを導入して取り組む時間

を増やす、あるいはアーバンスポーツの催事で「レク」の時間を設けることで若年層が（アマチュア的

でこそあれ）スポーツの在り方一式を教えられるようにすることである。このような取り組みを経て、

学生の中にアーバンスポーツを自分ごととして楽しみながら地域の方々へ伝えられる存在を育て上げ

ることで、当該事業はようやく自走することが可能となる。 

 

５．地域への提言 

 これまでに記述した本研究事業の提言は、島田市役所や島田市商工会議所へ向けたものであった。す

なわち、それは島田市役所や島田市商工会議所に対して、①パブリック・ストリートへの転換、②ノイ

ズへの対応、③ソフトルールによる“共創”といった点を求めた。 

 より広く「地域への提言」をまとめるとすれば、前述の「本格的に取り組むことになった場合、官民

連携に加えて、『市民』主導で進めていくのが理想的」という見立てからしても、地域住民に対して主

体的な関わりを求めるものとならざるをえない。いくら官民の組織が前のめりに動いたとしても、そこ

についていく住民が存在しない限り、中心市街地活性化が中長期的には成功しえないであろう。 

 もっとも、島田市のような中規模の都市で、この種の公共空間を活用することは決して容易ではない。

最新の研究によれば、地方自治体に対して住民が一定程度の行財政能力を認めている地域では、公共施

設の統廃合を肯定的に判断する傾向にある（柳至『公共施設の統廃合を合意する』有斐閣、2025年）。

この成果からすれば、島田市民が新しい公共空間に対して能動的な態度を示すためには、より丁寧な説

明を提供することもさることながら、より生活に密着した形でその必要性を提示することが求められる

であろう。 

 

６．地域からの評価 

 本事業での地域との関わりは、あくまでも島田市役所・島田市商工会議所・KADODE OOIGAWAの三者に

すぎず、地域住民と密接な関係を構築したわけではないし、私たちの活動を地域住民に対して声高に訴

えたわけでもない。その意味で、地域からの評価を試す機会はお世辞にも豊かとは形容しがたい。 

 とはいえ、本事業を通じて、学生の目線から島田市役所や島田市商工会議所に対して、アーバンスポ

ーツへの取り組みに対する一定程度の知見や所感を提示できたことは小さくない収穫にほかならない。

私たちが伝える情報が島田市役所や島田市商工会議所に有効活用され、その結果として、市や商工会議

所の取り組みが質量ともに磨かれることになれば、いずれ地域からの評価を得ることにつながるであろ

う。 

 また、本事業を実施した学生がいずれも市外出身者であることに鑑みれば、彼・彼女たちが島田市の

魅力にふれる機会を作り出せたことを副次的な効果として、認めることが可能となろう。これを機に、

彼・彼女たちが島田市との関係性を深めることとなれば、その動向を通じて地域からの評価を受けるこ

ともあるかもしれない。 

 最後に、お忙しい中にもかかわらず、本事業にご協力くださった、島田市役所市長戦略部戦略推進課

の大石寿宏さん・曽根翼さん、島田市商工会議所の木戸佑輔さん・松本高明さん、KADODE OOIGAWAの野

田忠志さんに、改めての御礼を申し添えたい。 
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静岡県立川根高等学校の魅力化向上 

 

静岡大学 情報学部 永吉研究室 

教  員：教授 永吉実武 

参加学生：峯重奏斗、森崚馬、大谷愛奈、上久保優斗、村田穣 

 

１要約 

 静岡県立川根高校では、地元出身生徒に加えて県外からの川根留学生を受け入れ、地域との関わりを

重視した教育活動を展開している。本事業は、こうした地域密着型教育をさらに深化させることを目的

に、川根本町を題材とした地域データ活用型の探究学習を実施したものである。近年、高等学校では教

科「情報」の必修化により、ICT 活用力やデータリテラシーの育成が重要視されており、地域の実デー

タを用いた課題発見・解決型学習は、将来のキャリア形成に資する実践的能力の涵養に直結する。 

 本事業の目的は、①高校生が川根本町の現状・課題・魅力を主体的に探究し、地域理解と愛着を深め

ること、②データ分析を通じて社会で求められる思考力・実践力を育成し、進路意識の醸成につなげる

こと、③地域・大学・行政が連携した教育モデルを構築し、地域の魅力発信を図ることである。川根高

校の授業と連動し、静岡大学情報学部永吉研究室の学生が参加して、地域データの収集、分析、成果発

表までを段階的に実施した。地域関係者との対話を通じて学びを深化させるとともに、地域連携型情報

教育の先進事例として、今後のモデルとなる意義を有する取り組みである。 

 

２研究の目的 

本事業は、令和7年度しずおか中部連携中枢都市圏地域課題解決事業の一環として、「静岡県立川根高

校の魅力向上」を目的に実施されたものである。令和6年度に引き続き、川根高校の教科「情報Ⅰ」の授

業と連動し、静岡大学情報学部・大学院との高大連携による実践的な探究学習を展開した。具体的には、

静岡大学大学院総合科学技術研究科情報学専攻修士課程1年生・峯重奏斗によるアンケート調査やデー

タ分析の方法・視点に関する模擬授業を通じて、本プロジェクトの目的や分析の基礎を理解した上で、

生徒と大学生が共同で川根高校周辺地域のフィールドワークおよび地域住民（定住者・移住者）へのイ

ンタビューを実施し、地域理解を深めた。さらに、川根本町の観光に関するアンケート調査から得られ

た定量データの分析を行い、相互発表および地域住民への成果発信を行った。加えて発展的取り組みと

して、川根本町の観光広告と他地域の事例を比較分析し、広告戦略に関する提言を行うプレゼンテーシ

ョンを実施した。これらの活動を通じて、高大連携の推進、データサイエンス教育の実践、キャリア教

育の充実、大学生の実践的学習機会の創出、生徒の学習意欲向上、そして川根高校における特色ある教

育プログラムの構築を総合的に目指したものである。（図1参照）（次ページ） 

 

３研究の内容 

研究内容1：インターネットアンケートを通じて収集された川根本町の観光に関するデータ、および

川根高校周辺地域のフィールドワークとインタビューを通して収集された定性データを

分析し、川根本町の観光活性化策を考案・提案する 

研究内容2：川根本町の観光PR広告の特徴と他地域のそれとの比較を行い、川根本町の観光PR広告方

法に関する提言を行う 
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４研究の成果 

研究内容1（川根本町の観光に関するデータを分析し、観光活性化策を考案・提案する取り組み）につ

いて 

(1)当初の計画 

 本取り組みに際し、静岡大学大学院総合科学技術研究科情報学専攻の大学院生が、川根高校の教科「情

報Ⅰ」の授業においてイントロダクション（導入）を実施する。 

その後、①-1 生徒と大学生が共同で川根本町および周辺地域への理解を深めるためのフィールドワー

クを行い、①-2 インターネットアンケート（外部委託）により川根本町の観光に関する定量データを

収集する。② 生徒と学生がグループワーク等を通じて個別にデータ分析を行い、③ 分析結果の比較・

考察を行う。④ その成果を生徒同士および地域住民等に対して発表し、これら一連の過程を通じて高

大連携による交流を図る。 

さらに、活動全体を振り返り、成果を整理するとともに、次年度以降の活動への示唆を得ることを計画

した。 

アンケート
（静岡大学にて実

施）

①
-2

アンケート
データ分析

②

分析結果の
比較分析

③

• 仮説構築
• 取得データの吟味
• 分析・考察

日本全国の人が
川根本町をどう
思っているのか/
川根本町の観光
PRの特徴は？

川根本町の人が
移住・定住・観
光についてどう
思っているか？

データ収集
データ分析

調査票
作成

フィールド
ワーク・イ
ンタビュー
調査

②

分析結果の
発表

• 仮説構築
• 取得データの

吟味
• 分析・考察

• 仮説構築
• 取得データの吟味
• 分析・考察

①
-1 ④

高校生と大学生と
共同で作成 川根高校周辺地域 高校生と大学生が個

別に推進
地域住民、役場・大

学生も参加

 
図1：研究計画 

 

(2)実際の内容（Ａは予定どおり、Ｂは一部修正、Ｃは中止など）とその理由 

①. 静岡大学関係者によるイントロダクションの実施(2025年9月25日) 【Ａ：予定どおり】 

2025年9月25日（水）13:20～15:10の「情報Ⅰ」の授業において、静岡大学大学院総合科学技術研究科情

報学専攻修士課程1年生・峯重奏斗が「インタビュー調査講座」と題した講義を行い、アンケート調査

やデータ分析の方法、分析視点、調査の目的と意義について解説した。あわせて本事業の全体計画を説

明し、川根高校生徒と静岡大学情報学部の学生による交流を行うとともに、2025年10月6日に実施する

フィールドワークの計画を作成した。 

 

②-1. フィールドワークおよびインタビューの実施（2025年10月6日）【Ａ：予定どおり】 

川根高校生徒と静岡大学情報学部等の学生が4グループに分かれ、川根高校周辺（徳山地区）の神社、

商店、文化施設等を対象としたフィールドワークを実施するとともに、地域住民（定住者5名、移住者4

名）へのインタビュー調査を行い、地域への理解を深めた。 

②-2. インターネットアンケート調査の実施(2025年8月22日～24日／2025年8月29日～30日) 【Ａ：予定

どおり】 

  株式会社アイブリッジの調査サービスFreeasyを用い、日本全国6ブロック、計6,000名（各ブロック
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1,000名）を対象に川根本町の認知調査を実施した。さらに、川根本町への来訪経験があると回答した

150名を対象に、観光体験の満足度等に関する追加調査を行った。 

③. データ分析および比較・考察(2025年10月7日～12月14日) 【Ａ：予定どおり】 

  フィールドワークで得られたインタビューデータおよびアンケート調査データを、Microsoft Excel

や統計解析ソフトウェア等を用いて分析し、川根本町観光の現状把握および課題抽出を行った。さら

に、生徒の発案に基づき、観光活性化策の検討・立案を行った。 

④. 成果発表会の実施（2025年12月15日）【Ａ：予定どおり】 

2025 年 12 月 15 日（月）13:00～15:00 の「情報Ⅰ」の授業において、川根高校生徒 24 名がポスター発表

を行った。あわせて、峯重奏斗が川根本町の観光広告と他地域の事例を比較分析し、広告戦略に関する

提言を行った。当日は、川根高校および静岡大学関係者に加え、地域住民、川根本町議会議員、町役場

職員等、約 20 名が参加した。 

 

⑤.活動の振り返りと成果のとりまとめ(2026年2月26日)(場所:静岡大学浜松キャンパス)【Ａ：予定どお

り】 

 2025年度の活動全体を振り返り、実施成果の評価を行うとともに、次年度に向けた改善点および実施

計画の概要について協議した。（参加者：川根高校「情報Ⅰ」担当教諭：1名、静岡大学教員：1名、静

岡大学学生：3名） 

 

研究内容2(川根本町の観光PR広告の特徴と他地域のそれとの比較を行い、川根本町の観光PR広告方法

に関する提言を行う)について 

(1) 当初の計画 

① 川根本町における観光PR戦略の特徴を把握することを目的としてアンケート調査を実施する。 

②  川根本町以外の観光地における広告・PR戦略についても同様のアンケート調査を行い、①の結

果との比較を行う。 

③ 収集した定量データに対して統計分析を行い、地域間の差異や共通点を明らかにする。 

④ 分析結果を川根高校における成果発表会にて報告する。 

 

(2) 実際の内容 （Ａは予定どおり、Ｂは一部修正、Ｃは中止など）とその理由  

①・② 川根本町および他地域の観光PRに関するアンケート調査として、地域観光に関するスクリー

ニング調査（2問・9,000サンプル）および本調査（1問・450サンプル）を実施した。 

③ 収集された定量データに対して統計分析および地域間比較を行い、川根本町の観光PR広告の特徴

を抽出するとともに、今後の観光広告・PR戦略の方向性について示唆を得た。 

④ これらの分析結果を、川根高校での成果発表会に先立ち、高校生、川根本町（元）町議会議員、

町役場職員、地域住民、川根高校教員・生徒に対して報告した（2025年12月15日）。 

以上の取り組みは、当初計画どおり実施された【Ａ：予定どおり】。 

 

(3)実績・成果と課題（研究内容1および2を総合して記載） 

本取り組みには、静岡県立川根高等学校1年生24名（教科「情報Ⅰ」）、静岡大学情報学部等の学生5名
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（大学院生を含む）、川根高校教諭7名（フィールドワーク協力者、授業実施協力者を含む）、および静

岡大学教員1名が参加した。 

昨年度に引き続く本事業を通じて、川根高校の生徒は、データサイエンスを用いて社会や地域の課題

を発見し、解決策を検討する意義に触れる貴重な機会を得たと考えられる。特に、川根高校周辺地域に

おけるフィールドワークや、地域住民（定住者および移住者）へのインタビュー調査を実施したことに

より、地域の現状や課題に対する理解と関心が一層深まったと考えられる。その成果として、最終発表

会には多くの地域住民や関係者が参加し、学校と地域との新たな対話の場が形成された。 

少子化・人口減少の進行により川根高校の生徒数が減少傾向にある中で、地域の活力と魅力を維持・

向上させる上で、高等学校が地域に存在し続ける意義は極めて大きい。そのためには、特色ある教育プ

ログラムを通じて生徒の地域への愛着を醸成し、将来的な定住や関係人口の創出につなげていくことが

重要である。本研究では、静岡大学の学生が第三者の立場から川根本町の観光PR戦略について提言を行

っただけでなく、川根高校の生徒自身が主体的に観光活性化策を検討した点に大きな意義があるといえ

る。 

 

(4)今後の改善点や対策（研究内容1および2を総合して記載） 

データ分析を中心とする学習活動では、分析手法の習得や作業そのものが目的化し、得られた結果の

解釈や考察が十分に行われないという課題が生じやすい。しかし本取り組みでは、統計的手法による定

量分析に加えて、フィールドワークやインタビュー調査を組み合わせることにより、数値が示す意味を

文脈の中で理解し、地域の実態と結び付けて考察することが可能となった。 

また、昨年度に試行的に実施した授業構成、フィールドワークの方法、成果発表会の運営を今年度も

踏襲したことで、より円滑かつ質の高い実施が可能となった。今後は、これらの手法や運営ノウハウを

体系化・標準化し、本事業に直接関わっていない教員や学校においても再現可能な教育モデルとして展

開できるよう、教材化やマニュアル整備を進めることが課題である。 

 

５地域への提言 

 過去の報告書においても指摘してきたとおり、高等学校において教科「情報」が必修化され、その内

容が将来社会で活躍する上で不可欠な基礎的能力であることを踏まえると、データ収集、統計手法を用

いた分析、そして分析結果の解釈という一連のプロセスを早期に身に付けることの重要性はますます高

まっている。地域観光を題材としたデータ分析に取り組み、川根本町の現状や魅力、さらには将来の可

能性を発見・理解する学習活動は、そのための極めて有効な実践の場であると考えられる。 

 本取り組みは、このような教育的意義および地域的意義の双方を有することから、単年度で完結させ

るのではなく、継続的に実施し、内容の改善と高度化を重ねながら地域に定着させていくことが望まし

い。 

 

６地域からの評価 

 高校生と大学生が協働しながら教科「情報Ⅰ」に関連する実践的な学習活動を行うことは、生徒の関

心や学習意欲の向上につながるとの評価が得られている。特に、静岡大学情報学部との連携により、「情

報Ⅰ」の学習内容をより専門的かつ実践的に深化させることができた点について高い評価があり、来年

度以降も継続して実施したいとの意見が寄せられている。 

 また、昨年度に確立した模擬授業、フィールドワーク、生徒・学生交流、成果発表会といった一連の

研究・授業手法が今年度も踏襲され、安定的に実施できたことから、こうした高大連携型の学習モデル

を他の分野や地域にも展開していきたいとの期待も示されている。 
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外国人住民の住みやすさ向上に関する研究 

（川根本町 経営戦略課 まちづくり推進室） 

  

静岡大学 人文社会科学部 漢語使（研究室） 

教員：張盛開 

アドバイザー：名倉仁美 

参加学生：何俊文、張沢宇、グェン ティ トゥ メン、謝佳瑶、遊天一、 

柴田南帆、Nguyen Thu Trang、Tran Xuan Hieu 、May Nan Htike  

 

１．要約 

 本事業では、川根本町の外国人住民の生活向上を図るため、町内で生活・就労する外国人

住民（技能実習生を含む）と、受入企業・日本人職員の双方に対して聞き取り調査を行った。

調査結果を日常生活・職場コミュニケーションで生じやすい「不便さ」を場面別に整理した。 

 その結果を踏まえ、行政手続・医療・生活マナー等に関する情報を、やさしい日本語を基

軸に多言語へ展開し、現場で使える表現や配布方法・掲示場所まで含めて提案した。 

 調査→整理→資料化→フィードバックのサイクル（聞き、書き、語り）をつくることで、

外国人住民の安心感向上、および受入側（町内の行政や会社など）の対応の負担軽減を同時

に図ることを目指した。 

 

２．研究の目的 

① 外国人住民を対象に現状とニーズを調査し、問題点を明らかにする。 

② 外国人住民と共に生活する日本人を対象に外国人住民に対する要望や行えるサポー

トを調査し、解決法を提案する。 

③ 外国人住民の住みやすさ向上のために、生活に役立つ資料を多言語版で作成する。 

 

３．研究の内容 

 川根本町に在住・就労する外国人住民および地域の日本人（雇用主・同僚等）を対象に、

生活上の不便さと情報入手の実態を把握するためのフィールドワークを実施した。 

〔調査方法〕役場担当者との事前協議を踏まえ、半構造化インタビュー（共通質問＋個別深

掘り）を中心に聞き書きを行った。主なテーマは、交通手段・買い物・医療受診・行政手続

き・災害時の情報取得、ならびに既存案内の分かりにくさ（言語・表記・情報量・移動手段）

などである。 

〔整理・分析〕合宿中に聞き書きを行い、合宿終了後にテーマ別の課題を抽出した。外国人

住民側のニーズと、支援側（会社・行政）の認識の差も合わせて整理した。 

〔成果物作成〕調査結果を踏まえ、気軽に町内を移動できるデマンドタクシー「お出かけ号」

のチラシを多言語化した。結果として 7 言語版（中国語（簡体字と繫体字）、ベトナム語、

英語、ミャンマー語、タイ語、インドネシア語、韓国語）を作成した。 

 また、元の日本語原稿は外国人にとって理解しにくい面があるため、まずはそれをある程
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度の日本語力で読める「やさしい日本語」版に整えた。その上で多言語で翻訳し、各言語の

協力者による校閲（語彙、表記ゆれ、地名・固有名詞の統一）を経て版下に反映した。 

 資料の作成においては、役場窓口や公共施設、関係機関での掲示・配布を想定し、利用場

面が一目で分かるようレイアウトと情報量を調整した。 

 

４．研究の成果 

（1）当初の計画 

5 月：多文化共生アンケートを実施開始。 

6 月：前年度の実績と課題を踏まえ、申請書を作成する。 

7 月初旬：静岡大学にて川根本町役場経営戦略課の担当者、大学担当者と今年度の事業内容

について打ち合わせを行い、フィールドワーク合宿で聞き書きを行う意向を示す。 

7 月下旬：宿泊先とのスケジュールを調整と確認、合宿の予算を計算する。 

8 月：川根本町役場の担当者と宿泊先と合宿のスケジュールを確認し、フィールドワークの

プログラムを決める。 

9 月:2 泊 3日のフィールドワークを行い、住民への聞き書きや住民の生活を体験する 。 

10 月:フィールドワークを振り返り、「お出かけ号」と「町内バスマップ」の多言語版チラ

シを作成する 

11 月:日本語版の「お出かけ号」チラシを貰い、その内容を excel に入力してデータ化する。 

12 月:静大に在籍する外国人留学生に依頼し、上記の excel を元に「お出かけ号」の多言

語版に翻訳する。 

1 月:翻訳した内容をチラシの該当箇所に貼り付け、各言語の担当者に校閲してもらう。 

2 月：デマンドタクシー「お出かけ号」7言語版を役場に提出し、研究成果報告書の作成お

よび提出。 

 

（2）実際の内容 

5 月～7月（Ａ予定通り）：今年の目標を設定し、合宿の予算やスケジュールを確認できて、

申請書を提出した。 

8 月～9月（A予定以上）：合宿フィールドワークはスケジュール通り実施し、初日に対象者

に合わせて英語と日本語で聞き書きを行った。2日目では聞き書きの成果を副町長に語った。

3日目は役場を訪問し、くらし環境課の方と打ち合わせをし、お出かけ号の多言語版作成の

緊急性を確認した。また、事業の成果及び今後の方向性について町長に語った。 

10 月（Ｂ一部修正）：理由は「町内バスマップ」の作業は予定より多く、参加者全員は文字

化に集中するため、緊急性の高い「お出かけ号」の多言語版チラシのみを作成すること

にした。 

11 月（Ａ予定以上）：日本語版の「お出かけ号」チラシの内容を excel 化した。また、元の

日本語原稿は理解しにくいため、「やさしい日本語」版に整えた。 

12 月（Ｂ一部修正）：理由はフランス語協力者が見つからないため、フランス語を除く７言

語版を作成することにした。 

28



1 月（Ａ予定以上）：翻訳した資料でチラシを作成し、翻訳協力者に再度内容や構成を確認

してもらった。 更に、役場の担当者と大学の担当者を交えて合宿のフィールドワーク

の成果発表会を行った。 

2 月（Ａ予定通り）：デマンドタクシー「お出かけ号」7言語版を役場に提出した。研究成果

報告書作成し、提出した。 

 

（3）実績・成果と課題 

調査研究の成果として、川根本町は不便さがあるが、それを上回る魅力（自然・人・体験）

が「住み続けたい意欲」を支えていることが判明した。住民たちの交流は受け身では増えに

くい一方、町内の施設やサービスを利用する際にも不便である。住民たちの住みやすさ向上

のため、関連資料の多言語版の作成が必要不可欠である。 

町内での合宿を通して、住民と同じように公共交通機関を利用して買い物を体験した結

果、バス本数の少なさ、スーパー・コンビニまでの遠距離があるため、免許を持たない人の

不便さを実感した。特にバスの乗降車方法は特別（整理券がない）で、日本人はともかく、

日本の生活に慣れている留学生調査者も間違うほどだったので、慣れていない外国人住民

にとっては更に厳しいと予想できる。 

町内では、「お出かけ号」というデマンドタクシーサービスがあるものの、電話対応しか

できず、利用案内も日本語版しかない。「お出かけ号」の多言語版があれば町内の外国人住

民に利便性をもたらせるという意見が聞き書きを通じて頂いた。 

 他にも、合宿で外国人住民への聞き書きを通じて以下の意見を頂いた。 

① 川根本町の魅力 

・渓谷・吊り橋・山と川、温泉、季節の景色など価値が深まる資源が豊富。 

・初対面でも挨拶、困ったときの具体的支援（買い物の手助け等）。 

・外国人にも比較的開かれており、町内のイベントに参加すれば良好な関係が築けるとい

う評価が一貫している。 

・近所から野菜を分けてもらえること。（分かち合いの経験） 

② 暮らしにくさ 

・歯科などの探しにくさ、場所・時間・言語対応への不安。例えば、富山県の歯医者に通

っている人がいる!! 

・山道の運転は注意が必要、移動の心理的ハードルが高い。 

言語対応への不安を持っているため、漢使研で作成した多言語資料は、大いに活躍すると

予想できる。本プロジェクトでは、中国語（簡体字と繫体字）、ベトナム語、英語、ミャン

マー語、タイ語、インドネシア語、韓国語の 7言語のお出かけ号チラシを作成した。これに

より、今後外国人住民は気軽に「お出かけ号」デマンドタクシーを利用し、町内でより便利

の生活を送れるようになる。自然と外国人住民の暮らしやすさ向上が図れる。 

③ 観光と居住をつなぐ可能性 

・人口を増やすには「働く場所（雇用）」を増やす必要があるという意見がある。 

・観光客の「一晩だけ」の滞在は地元の美しさを十分に味わえなく、長く滞在してこそ楽し
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める価値がある。 

 合宿以外にも、多文化共生の必要性や外国人対応の経験について、静岡大学に在学する大

学生およびオープンキャンパスで来学した高校生を主な対象としてアンケート調査を実施

した。調査期間は 2025 年 5 月から 2026 年 1 月までで、計 240 名から回答を得た。 

回答結果によると、外国人対応の際に外国語が役に立ったと答えた学生が多かった。一方

で、半数以上が外国人と接する際に困難を感じていると回答しており、その主な理由は言語

の壁であった。また、国際交流イベントへの参加経験がある学生は少ないものの、「参加し

てみたい」「外国人と友達になりたい」といった前向きな意欲を持つ回答者は半数以上にの

ぼった。背景として、気軽に参加できる国際交流イベントが少ないことが推察される。 

以上の結果から、漢使研が提案しているような、学生が気軽に参加できる国際交流イベント

の増加は、多文化共生の促進に向けた有効な改善策となると考えられる。 

 

（４）今後の改善点や対策 

本年度の調査は合宿的に集中したため、準備（対象者選定・質問設計）、実施（通訳体制・

記録）、考察（データ整理・分析）の各段階で十分な時間を確保できなかった。次年度以降

は、以下の点を改善し、調査の精度と成果の継続性を高めたい。 

 

① 事前計画の前倒し・役割分担の明確化：4〜5月の段階で年間スケジュール、担当（調整

／聞き書き／翻訳／デザイン／校閲）を確定し、合宿前にオンラインで進捗確認を複数回行

う。メンバーの出欠・移動手段を早期に把握し、欠員が出た場合の代替体制も用意する。 

② 調査設計の改善：対象（外国人住民・受入企業・近隣住民）ごとに質問票を再設計し、

重要項目（交通、医療、買い物、行政手続、災害、交流）を共通質問として固定する。事前

に試行調整を行い、質問の順序・言い回しを調整する。なお、網羅的にデータを集めるため、

これまで調査できなかった外国人住民（ベトナムやフィリピンなど）や一般の日本人住民の

聞き書きが必要である。 

③ 記録方法・機材準備の標準化：録音・撮影の同意手続を事前に整備し、当日はチェック

リスト（機材、予備バッテリー、記録用紙、同意書、翻訳メモ）に基づいて運用する。機材

の設置・音量確認は出発前に練習し、記録の欠落を防ぐ。 

④ 通訳・言語支援体制の強化：日本語が十分でない聞き書き対象者に対しては、母語話者

／準母語話者の同席、あるいはオンライン通訳を組み合わせ、聞き書きの精度を上げる。質

問の提示は「やさしい日本語」を基本とし、必要に応じて多言語で補足する。 

⑤ データ整理・分析の効率化：聞き取り後 1週間以内に文字起こし／要点整理を行い、共

通のフォーマット（属性、主要テーマ、具体的不便さ、既存の工夫、必要な支援）でまとめ

る。テーマ別にコード化して比較し、提言の根拠を明確にする。 

⑥ 多言語資料の運用・更新：作成した多言語チラシは配布先（役場、企業、宿舎、公共施

設）を明確化し、掲示後の利用状況・理解度を簡易に確認する（短いアンケート、口頭確認）。

内容は毎年度の制度変更に合わせて更新できるよう、原稿・用語集・デザインデータを共有

し、責任を持って保管する。 
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５．地域への提言 

アンケートおよび聞き書きの結果から、外国人住民が地域で安定して生活・就労するために

は、①言語支援、②日常生活情報へのアクセス、③地域交流の機会、④移動手段の確保が鍵

となる。 

 まず、外国人住民の日本語力向上は基盤である。今回の聞き書き調査では、日本語で対応

できる人はわずか 3割である。改善のため、行政・企業・地域が連携し、勤務形態に合わせ

た日本語学習機会（短時間講座、オンライン併用、職場で使う専門用語などの教材化）を整

備することが望ましい。同時に、受入側の日本人従業員に対して「やさしい日本語」の研修

や基本的な外国語表現の学習機会を設けることで、現場での伝達ミスが減らせる。 

 次に、外国人と日本人の交流は依然として限定的である。勤務時間外に参加しやすい小規

模な交流（料理会、スポーツ、地域行事への同伴、子育て・生活相談を兼ねた集まり等）を

継続的に実施し、親しみやすい関係をつくる仕組みが必要である。 

 さらに、行政手続・医療・防災・交通など生活に直結する情報を、多言語・やさしい日本

語で一元的に提供する（掲示物、QR コードでの案内、用語集の整備）。特に交通については、

バスの本数・接続の見直しに加え、多言語版時刻表や乗り方案内の整備により、外国人だけ

でなく高齢者を含む住民全体の利便性向上につながる。今年度にできなかったバスマップ

の多言語版の作成は次年度の課題となる。 

 

６．地域からの評価 

 本年度は、調査と資料作成を並行して進めたため、評価は「成果物の有用性」と「現場で

の使い勝手」に焦点を当てて整理した。 

 役場の担当者からは、同一内容でも言語の壁が下がることで回答・相談がしやすくなり、

現場対応の見通しが立てやすい点が評価された。また、用語や表現をやさしい日本語に揃え

たことで、将来的な改訂・追加がしやすいとの意見があった。提供した多言語お出かけ号に

対するコメントは以下の通りである。 

 おでかけ号の多言語版案内をご提供いただきありがとうございます。担当課となりますくらし環境課            

に共有させていただいたところ、役場だけではできなかったことと、非常に喜んでおりました。 

コメント通りでお出かけ号多言語版チラシの評価は高かった。 

 外国人住民側からは、母語で確認ができるので安心して質問ができ、聞き書きの深さが増

したという反応が見られた。一方で、資料は「配布するだけ」で終わらせず、入社・入寮時

の説明、掲示、定期的な再周知など、運用面の工夫が今後の課題として挙げられた。 

 

7.参考資料 

参考資料として、デマンドタクシーお出かけ号の翻訳資料、出来上がったチラシの中国語

版とタイ語版、聞き書き実施時の写真と多文化共生アンケート結果（一部）を添付する。さ

らに詳細な情報は漢使研のホームページ（https://wwp.shizuoka.ac.jp/hanyushizhe）を参

照されたい。 
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①多言語版 excel（一部） 

 

②多言語版チラシ（中国語とタイ語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③聞き書きの写真 
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④ 多文化共生アンケート結果（一部）  
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